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研究成果の概要（和文）：多くの質的調査と質問票による2波の縦断調査を含めた複数の量的調査を行うことに
より、介護施設の職員間コミュニケーションの現状を様々な角度から分析するための日本版コミュケーション・
オーディット指標を開発した。そして、コミュニケーションが職員の組織行動や態度、ケアの質などといかなる
関係があるかを明らかにすることを可能にした。さらに、自由回答やインタビュー調査などの質的調査から得た
非常に質の高い豊富な「声、言葉、語り」のデータを分析することにより、量的データの数値情報では捉えるこ
とのできない「真実」を把握できた。本研究は介護施設の職員間コミュニケーション問題の「見える化」と「自
覚化」の可能性を示した。

研究成果の概要（英文）：We developed the questionnaire for assessing organizational communication 
which is called “Japanese-version Communication Audit Questionnaire” through both numerous 
qualitative studies (interview research and focus-group interview research) and quantitative 
research (a pre-test, a pilot study, two-wave panel research, and internet research).  Analyzing the
 quantitative data collected with the developed questionnaire, we also examined communication among 
workers at Japanese care facilities from various aspects and clarified the associations of 
organizational communication with workers’ attitudes, behavior, and perceived performance (i.e., 
perceived quality of care). In addition, analyzing the qualitative data, we clarified realities that
 we would not be able to elucidate by quantitative research.  The present study both “visualized” 
and “revealed” invisible and latent organizational communication problems.

研究分野：組織コミュニケーション学、組織行動学(ミクロ組織論)
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 介護施設におけるケアの質向上を含めた
効果的マネジメントのための研究において、
組織コミュニケーション学に基づく研究は、
実践上は多くの問題が指摘されているにも
かかわらず、日本では研究代表者と分担者(山
口)の共同研究を除いてはほとんど見あたら
ず、介護施設におけるコミュニケーション研
究は重要な課題であった。 
 
(2) 組織におけるコミュニケーションの健全
性・適切性を診断するコミュニケーション・
オーディットの研究、およびコミュニケーシ
ョン問題と組織メンバーの態度（職務満足や
コミットメントなど）や組織行動（モチベー
ションや組織市民行動など）とが、いかに関
係しているかの研究が日本でも必要であっ
た。欧米では、様々な組織を対象にコミュニ
ケーション・オーディット研究が行われてき
たが、日本では、本研究プロジェクト開始時
点では、代表者の初期的研究を除いては皆無
で、その指標はなかった。そのための道標を
つけるべき時期であった。 

 
２．研究の目的 
 (1)米国で開発されてきたコミュニケーショ
ン・オーディット指標では限界があり、日本
の組織(本研究では介護施設)に適合する日本
版コミュニケーション・オーディット指標の
開発を行うことが第１の目的であった。 
 

(2)開発した包括的次元のコミュニケーショ
ン・オーディット指標を利用して、介護施設
の組織コミュニケーションの状況を調べ、職
員の組織行動・態度やケアの質への組織コミ
ュニケーションの影響や効果を明らかにす
ること（診断と予測）が第 2の目的であった。 

 
(3)コミュニケーション・オーディット研究で
は海外でもほとんどない縦断調査を行うこ
とにより、１回目調査時点と 2回目調査時点
でのコミュニケーションの状況の変化にと
もなう従属変数（職員の態度や組織行動）の
変化を測ることによって、両者の因果関係を
明確にすることが第 3の目的であった。 
 
(4)社会福祉関係施設を対象にしたコミュニ
ケーション問題の量的研究による「見える
化」と質的研究による「自覚化」の実現のた
め、福祉分野、組織論・組織コミュニケーシ
ョン分野の研究者が共同して、学際的かつ異
なるパラダイムから研究をすることが第 4の
目的であった。 

 
３．研究の方法 
コミュニケーション・オーディット指標の開
発は、以下のHinkin（1998、p.106）の開発ス
テップのうち 5を除き踏襲した:1 質問項目の
生成; 2 質問票配布; 3 初期項目削減; 4 確証
的因子分析; 5 収斂・判別妥当性; 6:反復調査。 

(1)質問項目の生成(ステップ１)では、初期項
目作成のため都内 10 施設 32 人への 1400 分
を超えるインタビュー調査と数回のフォー
カスグループインタビューを行った(2012 年
8～9 月)。その後、内容妥当性の検討のため
に、現役の介護施設職員を対象にしたフォー
カスグループインタビュー形式と郵送によ
りプリテストを行った。さらに、介護施設代
表者（71施設代表者から回収：回収率60.2％）
とその施設の職員 2 名（138 名から回収：回
収率 58.5%)を対象にしたパイロットスタデ
ィ（郵送法）を行い、質問項目や文言を修正
し、本調査であるパネル調査用質問票を作成
した(2013 年 3月～6月)。組織行動態度の項
目は必要に応じて許可を得てバックトラン
スレーションを行った(2013年夏～冬)。 
 
(2)質問票の配布(ステップ２)では、第 1波調
査は 2014年 6月から 8月にかけて、22施設
（7法人）から協力を得て、850 人の職員(協
力施設の職員ほぼ全員)に質問票を配布した
（合計 356 名分回収、回収率 41.9%）。第 2
波調査は、2015年 2月から 3月に 1回目の
調査で協力を得た 22施設のうち 20施設と新
たに 1組織が加わり、21施設・事業所（法人
は前回と同じ 7法人）から協力を得た。合計
719 人に質問票を配布した（合計 386 名分
回収、回収率 53.69 %）。 
 
(3)初期項目削減(ステップ 3)と確証的因子分
析(ステップ 4)では、第 1 波のデータを探索
的因子分析し、項目の削減を行い、その結果
に基づいて第 2波のデータを確証的因子分析
した。探索的因子分析では、Hinkin の提示
した基準値を参考に、因子負荷量が 0.30以上
で 2つ以上の因子においてその基準を越えな
いこと、固有値の分散説明率が 60%を超える
こと、そして、信頼係数が 0.70を超えること
といった条件をクリアするまで繰り返し行
った。固有値の分散説明率がわずかに 60%を
超えない 2つの次元があったので、それを改
善するため、その後、質的調査を行い、質問
項目をさらに改良した(2015年春～冬)。 
 
(4) 2波のパネル調査を行ったあと、質問項目
を修正し、ステップ 6(5は行っていない)にあ
たる調査の繰り返しとして、WEB 調査を行
った(2016年 5月)。WEB調査で 377人から
得たデータに対して、探索的因子分析と確証
的因子分析を両方行った。WEB 調査の分析
を終え、さらなる修正を加えた。 
 
４．研究成果 
(1)主たる成果として、前節の方法により、以
下の質問項目が開発された(次元のラベルと
質問数のみ報告[カッコ内の数字は質問数])： 
①コミュニケーション雰囲気： 
 オープンコミュニケーション(3) 
結束コミュニケーション(3) 
②リーダーのコミュニケーションスキル(15) 



③スーパービジョン(23) 
④上方向の発言機会： 
直属リーダー(3)とより上のリーダーへ(3) 
⑤下方向・上方向情報フロー： 
 直属リーダー・上司から(6) 
施設トップ・施設長から(6) 
自分が管理しているチーム・部署から(3) 
⑥職種間情報送受信適切性認識： 
介護職の相談職と看護職との送受信(5) 
相談職の介護職と看護職との送受信(5) 
看護職の介護職と相談職との送受信(5) 
⑦フロアや部署の異なる介護職間コミュニ
ケーションの機会(3) 
⑧情報共有の正確性とタイミング： 
 施設全体職員間(3) 
 介護職チーム・部署内(3) 
⑨インフォーマルコミュニケーション 
の頻度(3) 
⑪異世代間(2)と常勤・非常勤職間(2)のコミュ
ニケーションの頻度 
⑫コミュニケーション・メディアの 
効果的活用(15) 
なお、質問票にはコミュニケーション指標の
他に、ケアの質認識、チーム自律性、信頼、
組織コミットメント、職務満足、離職意図、
ソーシャルサポート、コミュニケーションコ
ンピテンス、バーンアウト、属性、自由回答
が含まれ、約 200問で構成されている。 
  
(2)組織コミュニケーション各項目とケアの
質認識とバーンアウトの相関関係を、介護職
のみのデータを分析した第 1波縦断調査の結
果を報告する(次節「５．主な発表論文等」の
〔報告書〕③から抜粋、以下種別と番号のみ
提示）。相関係数 ( r ) が±0.30以上の関係の
み提示する（カッコ内は相関係数）。 
① ケアの質の認識と正の相関関係 
・オープンコミュニケーション（0.41） 
・結束コミュニケーション（0.57） 
・リーダーのコミュニケーションスキル 

(0.47) 
・上方向の発言機会－直属リーダー・上司へ
の情報伝達 (0.32) ;その上まで到達 (0.34) 
・下方向情報フロー[上方向情報フローは未
分析]－直属リーダーや上司から(0.55); 
施設長・トップから(0.56) 
・フロアや部署の異なる介護職間の情報交換
[他の職種間同士は未分析](0.50) 
・施設全体職員間の情報共有の正確性(0.50) 
・施設全体職員間の情報共有のタイミング
(0.53)  
・介護職チーム・部署内での情報共有の正確
性(0.54) 
・介護職チーム・部署内での情報共有のタイ
ミング(0.53) 
・インフォーマルコミュニケーション（0.31） 
・常勤職員の非常勤職員とのコミュニケーシ
ョンの頻度（0.34） 
・コミュニケーション・メディアの効果的活
用－業務連絡用文字メディア（0.38）; SNS

タブレットメディア（0.41）; 業務記録メ
ディア（0.51）; 会議メディア（0.55） 
②バーンアウトと負の相関関係 
・オープンコミュニケーション（-0.46） 
・結束コミュニケーション（-0.52） 
・リーダーのコミュニケーションスキル 
（-0.40） 
・下方向情報フロー[上方向情報フローは未
分析]－直属リーダーや上司から（-0.44）; 
施設長・トップから（-0.37） 
・フロアや部署の異なる介護職間の情報交換
[他の職種間同士は未分析](-0.37) 
・施設全体職員間情報共有の正確性 (-0.41) 
・施設全体職員間情報共有のタイミング 
(-0.42) 
・介護職チーム・部署内の情報共有の正確性 
(-0.46) 
・介護職チーム・部署内の情報共有のタイミ
ング (-0.40) 
・常勤・非常勤職員間のコミュニケーション
の頻度（-0.34） 
・常勤職員の非常勤職員とのコミュニケーシ
ョンの頻度（-0.36） 
・コミュニケーション・メディアの効果的活
用－SNS タブレットメディア（-0.37）; 
業務記録メディア（-0.30）; 会議メディア
（-0.45） 
 
(3) 第 1波縦断調査と第 2波縦断調査のスコ
アの差を求め、10カ月間の間隔を経て、両者
のスコアの上昇と下降の相関係数を算出し
た。すなわち、組織コミュニケーションの項
目と職員の組織行動・態度・パフォーマンス
が共に改善している場合と、共に悪化してい
る場合は、正の相関係数となり、逆に、どち
らかが改善して、どちらかが悪化している場
合は、負の相関関係となる（バーンアウトと
不信感は、1回目よりも 2回目でスコアが減
少した方が肯定的結果）。以下に、相関係数
が±0.30以上の関係のみ提示する（以下、〔報
告書〕②から抜粋）。 
① 介護職のみのデータ 
・結束コミュニケーション－ケアの質認識
（0.35）; バーンアウト（-0.36） 
・オープンコミュニーション－ケアの質認識
（0.35）; バーンアウト（-0.39） 
・リーダーのコミュニケーションスキル－仕
事報酬満足（0.35）; 職員信頼感（0.32） 
・上方向の発言機会－(a)直属リーダー・上司
への情報伝達：ケアの質認識（0.30）;バー
ンアウト（-0.35）; 仕事報酬満足度（0.49）; 
職員信頼感（0.34）；(b)その上まで到達：
ケアの質認識（0.33）; バーンアウト
（-0.31）; 仕事報酬満足度（0.31）  
・下方向・上方向情報フロー－(a)直属リー
ダー・上司から：バーンアウト（-0.34）; 
仕事報酬満足度（0.38）；(b)施設長・トッ
プから：バーンアウト（-0.39）; 仕事報
酬満足度（0.30）; 職員信頼感（0.44）; 
(c)自分が管理指導しているチーム部署か



ら：仕事報酬満足度（0.54）; 職員不信頼
感（-0.44） 
・施設全体職員間の情報共有正確性－所属施
設勤続意図 3年後（0.33） 
・介護職チーム・部署内の情報共有正確性  
－ケアの質認識（0.32） 

・介護職チーム・部署内の情報共有タイミン
グ－ケアの質認識(0.30)；所属施設勤続意
図 3年後（0.33）；職員信頼感（0.33） 
・年下職員との(異世代間)コミュニケーショ
ンの頻度－仕事報酬満足（0.30） 
・常勤・非常勤職間のコミュニケーションの
頻度－バーンアウト（-0.37） 
・常勤・非常勤職間のコミュニケーションの
頻度－所属施設勤続意図 3 年後(0.51)；所
属施設勤続意図 5年後（0.39）；仕事報酬満
足（0.38）       
② 全職種のデータ 
・結束コミュニケーション－職員信頼感
（0.35）  
・リーダーのコミュニケーションスキル－仕
事報酬満度（0.36）; 職員信頼感（0.31） 
・上方向の発言機会(直属リーダ)－仕事報酬
満足度（0.43） 
・下方向・上方向情報フロー－ (a)直属リー
ダー・上司から：仕事報酬満足度（0.40）; 
(b) 自分が管理指導しているチーム・部署
から：仕事報酬満足度（0.51）  
    
(4)その他の発見として、以下を報告する。 
①自分のリーダーのコミュニケーションス
キルが、自分たちが働く施設のケアの質が
良いという認識を高めること、その効果は
特徴の異なる施設間で変動がなく安定し
ていること、そして、施設の規模によりそ
の効果に影響がないことを確認した（〔学
会発表〕⑩]）。 
②情報共有の正確性とタイミングの適切さ
（施設全体職員間）が、自分たちが働く施
設のケアの質が良いという認識を高めてい
るのか、逆に自分たちが働く施設のケアの
質が良いという認識が情報共有の正確性と
タイミングの適切性を高めているのかの因
果関係を明確にするため、第 1波と第 2波
の 2 時点データ使い、交差遅延効果モデル
による分析を行った。情報共有の正確性が
ケアの質認識を高めている可能性がその逆
よりも高いこと、また情報共有のタイミン
グの良し悪しは、ケアの質認識に影響して
いるが、ケアの質認識は、情報共有のタイ
ミングの良し悪しに影響を与えていなかっ
た（〔学会発表〕④）。 
③上方向の発言機会のうち、直属リーダーへ
の発言ができているかどうかは、チーム自
律性とバーンアウト 3 次元間の関係を媒介
していなかったが、その情報がより上のリ
ーダーへ届いているという認識は、チーム
自律性と情緒的消耗感の関係および脱人格
化との関係を媒介していた(〔学会発表〕③)。 
 

(5)質的データ分析により量的調査では見え
ない真実の発見もあった。その分析結果の一
部を報告する（〔報告書〕①の清宮担当章か
ら抜粋）。 
ディスコース分析から、｢トレーナーチー
ム｣と｢専門職｣のアイデンティティー･ワー
クが大きく組織文化に関連していることが
わかった。とくにトレーナーチームというデ
ィスコースが、組織のコミュニケーションに
大きく影響し、専門職の間のコミュニケーシ
ョンを緩やかにコントロールしていること
がうかがわれた。ここで重要なポイントは、
｢自己成長｣のディスコースである。３人のデ
ィスコース全般に理解できるのは、自分自身
の能力の発展と成長である。どうでもいいと
か、いい加減な仕事への取り組み姿勢ではな
く、常に前向きな姿勢がインタビューのディ
スコースに表れていた。｢トレーナーチーム｣
と｢専門職｣のアイデンティティー･ワークが、
自己成長や教育という点で、組織文化の形成
に大きく関与していることがディスコース
分析で発見できた。その際に考察した‘気付
き’と‘声掛け’というトップダウン的な組
織文化の醸成は、情報伝達というコミュニケ
ーションに連動していなかった。しかしじつ
は、‘気付き’と‘声掛け’というディスコ
ースは、教育や能力開発という点で、トレー
ナーのアイデンティティー･ワークに強く連
動していることが理解できる。日常における
‘気付き’と‘声掛け’は、能力開発と教育
の点で有効に活用されている。この介護施設
では、それぞれの職種でスキルを向上し、介
護の質を向上するという意識が特に強く、こ
の点で重要な役割を担っているのは、職員そ
れぞれの‘成長’に関するディスコースであ
ると結論付けられる。日常における‘気付き’
と‘声掛け’は、コミュニケーションの情報
伝達的な側面以上に、職員の教育と自己成長
という点で機能し、間接的に組織文化の形成
に貢献していると考える。職員の能力開発や
教育の機会は、多様なディスコースを収斂し、
それぞれを自己成長へつなげる媒介的役割
を果たしている。このようにコミュニケーシ
ョンとは媒介を通じて意味が形成・変化され
る過程であり、‘気付き’と‘声掛け’は能
力開発や教育への配慮という意味で言説化
されている。これは職員間の社会的相互作用
（つまりコミュニケーション）の一つの帰結
であり、意味交渉のダイナミックなプロセス
に他ならない。さらにこの帰結を発展的に展
開すると、自己成長というディスコースがい
わば‘装置’として働き、能力開発というコ
ミュニケーションによって、多声的ディスコ
ースを収斂し、自己成長に近づける形で意味
理解され実践する傾向を示している。 

 
このように、本研究の最も大きな成果は、
組織のコミュニケーションの健康状態を診
断する日本版コミュニケーション・オーディ
ット指標を本格的な社会科学調査に基づい



て日本で初めて開発した点にある。この開発
の際に、量的調査と質的調査をともに行い、
組織コミュニケーション、組織論、社会福祉
の専門家により各分野の知見を統合したこ
とや研究者と実践者の協働により学術的・社
会的貢献があったことも成果である。さらに、
量的調査と質的調査により、組織内のコミュ
ニケーションの「見える化」と見えないもの
の「自覚化」ができたことは学術的意義を高
めた。今後は、指標の改善を継続しつつ、現
在徐々に発見している組織のコミュニケー
ションと従業員の組織行動や態度と、従業員
と組織のパフォーマンスとの関係をさらに
明確にする成果発表を続ける予定である。 
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